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はじめに

「満州国」の成立直後の１９３２年４月，関東

軍司令官・本庄繁と満鉄総裁・内田康哉との

間で満州国内の旧中国側鉄道を満鉄に委託す

る協定が締結された。また翌１９３３年２月，満

州国は，鉄道法と「三鉄道収用ニ関スル件」

をそれぞれ制定公布して旧政権時代の３鉄道

を接収するとともに鉄道国有化に乗り出した。

こうして日露講和条約の結果ロシアの東支

鉄道南端線を引継いで設立された満鉄が経営

する大連－長春間（奉天－安東間鉄道を含む）

鉄道以外の路線である満州国国有鉄道の満鉄

による委託経営が始まる。

満州国国有鉄道の委託経営に関する代表的

な先行研究には，兒島俊郎による委託経営と

「納付金問題」をめぐる一連の論文と波多野

澄夫の研究（１）がある。前者は，満鉄による国

有鉄道の委託経営が成立し，国有鉄道の収益

による在満日本軍費（関東軍の経費）の支払

（「満鉄納付金」といわれた）が制度的に成

立するまでの過程を，関東軍と満鉄・満州国

との対立を中心に丹念に追ったものであり，

後者は，満鉄による国有鉄道の委託経営その

ものが，関東軍にとって鉄道の軍事的支配を

隠ぺいして国際的な批判をかわす手段となっ

ていたと論じた。

本稿は，国有鉄道の営業収支を分析するこ

とによって，「満鉄納付金」と称する軍事費

がどのようにして会計処理されていたのかを

明らかにしながら，国有鉄道の委託経営と満

州国財政の関係の一端を解明してみたい。

Ⅰ 委託経営の成立

満州国の建国から１０日後の１９３２年３月１０日，

満州国執政・溥儀は，本庄繁・関東軍司令官

に書簡を送り，満州国の国防及び治安維持費

はすべて満州国で負担すること，満州国の国

防上必要とする限り，既設の鉄道，港湾，水

路，航空路等の管理並に新路の敷設はすべて

日本または日本の指定する機関に委託する，

とした（２）。また同日，本庄と満鉄総裁・内田

康哉との間で以下のような「委託経営協定」（３）

が決定を見て，同年４月１９日に締結された

（表記を改めた）。

鉄道港湾河川ノ委託経営竝新設等ニ関スル協定

第１条 関東軍司令官は，付表第１に定める

鉄道港湾河川の経営を満鉄に委託す

る。

付表第１

１．鉄道 甲）四�線 �昂線 �索線
斉克線 呼海線 吉長線

吉敦線 吉海線 瀋海線

奉山線 打通線

乙）本協定第８条・第１１条によ

り建設されるべき鉄道

キーワード：満鉄，満州国国有鉄道，委託経営
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２．港湾 葫蘆島 河北（営口） 安東県

３．河川 松花江 嫩江 遼河 黒龍江鴨

緑江

第２条 略

第３条 満鉄総裁は，鉄道港湾河川の経営に

関して関東軍司令官の指揮監督を受

けるものとする

第４条 満鉄総裁は，重要な諸規定，運賃及

び料金の制定並に改廃に関して予め

軍司令官の認可を受けるものとする。

第５条 満鉄総裁は，予算，決算，利益金の

処分，重要な財産の処分並に予算の

重要な変更に関して予め軍司令官の

認可を受けるものとする。

第６条 本協定成立の趣旨に鑑みて，満鉄総

裁を関東軍最高顧問に，満鉄の鉄道

港湾河川の業務担当主務者を関東軍

顧問に嘱託するものとする。

第７条 軍司令官は，監督官を満鉄に派遣し，

鉄道港湾河川の経営を監督するもの

とする。

第８条 鉄道港湾河川に関する左記各項の資

金は，満鉄において調達するものと

する。

１．民間出資及びこれに準じるもの

の償還に要する資金

２．新設買収並に建築改良に要する

資金

３．車両船舶の新造改造に要する資

金

４．その他これに準じる資金

第９条 前条の資金及び現に満鉄の有する鉄

道借款，並びに工事請負契約に基く

債権額を貸金総額とし，鉄道港湾河

川に属する一切の財産を担保とする

借款契約を満鉄と満州国政府との間

で締結するものとする。

第１０条 満鉄は，鉄道港湾河川の委託経営を

受ける代償として，別に協定する金

額を軍司令官を経て日本政府に納入

するものとする。

第１１条 鉄道港湾河川に関する工事は，付表

第２に定め，満鉄に施行させるもの

とする。

付表第２

第１次建設線

１．敦化－図們江線

２．拉法站－哈爾賓線

３．克山－海倫線

第２次建設線

１．通遼または錦県〔錦州〕より赤峰を

経て熱河に至る線

２．長春－大賚線

３．延吉－海倫－依蘭－佳木斯線

次の諸線の建設着手順序及び時期は別途協

議のうえ決定する

大賚－�安間
斉克線の一部より大黒河に至る線

�南－策倫－満州里（または海拉爾）線
開原－西安線

撫順駅より瀋海撫順站に至る線

公主嶺－伊通線

鉄嶺－法庫門線

瓦房店－復州線

第１次線はなるべく速やかに工事に着手す

るものとし，第２次線は事情の許す限り速

やかに着手するものとする。

なお，別に対東支政策の遂行に資するため，

速やかに伯都納－哈爾賓線の測量を行なう。

この協定の要点は以下のようである。第１

に，満鉄は，関東軍司令官の指揮監督の下に，

四�線以下１１路線の鉄道と港湾，河川，さら
に第１次・第２次建設線をはじめとする各鉄

道を建設・委託経営し，またその建設資金を

自前で調達すること。第２に，委託経営の代

償として，満鉄は然るべき金額を日本政府に

納入すること，第３に，満鉄は関東軍によっ

て接収された中国側鉄道や港湾，及び今後建

設する第１次線（第１１条付表第２）等の諸鉄
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道の建設費を，満州国に対する債権とする借

款契約を締結する，というものである。

このように建国早々の１９３２年４月に，本庄

司令官と内田満鉄総裁との間で満州国内の鉄

道の委託経営契約が締結されたが，その後８

月７日に，本庄と満州国国務総理・鄭孝胥と

の間で，この契約とほぼ同様の内容の「満州

国政府の鉄道，港湾，水路，航空路等の管理

竝線路の敷設，管理に関する協約」が締結さ

れた（４）。

８月７日の「協約」を３月１０日の「協定」

を比較すると，「協定」は，満州国が軍司令

官に，付表第１（３月１０日の「協定」の付表

第１とほとんど同じ施設が列記）の鉄道，港

湾，水路及び航空路等の管理，及び付表第２

（「協定」の付表第２に敦化－海倫線が加わ

るなど若干の変更がある）の諸鉄道の敷設，

管理を委託し，さらに軍司令官は委託された

鉄道，港湾，水路等の経営をさらに満鉄に委

託する，という手続きになっていた。こうし

て満州国の鉄道を掌握した関東軍は，その経

営を満鉄に委託するという協定をまず結び，

次にその委託経営方式を満州国政府に承認さ

せたのである。

ここで委託経営の対象として「協定」の付

表１で挙げられている四�線以下の１１の路線
のうち，瀋海，呼海，斉克の３線は，「協定」

と「協約」締結の翌年，１９３３年２月９日制定

公布の「瀋海呼海斉克三鉄道収用に関する件」

（教令第８号）（５）によって収用された。

このうち瀋海鉄道（６）（本線は撫順－朝陽鎮

間２５０キロ）は，旧政権の東三省交通委員会

によって１９２７年に営業を開始し，満州におい

て中国資本と技術で敷設された唯一の鉄道と

言われていた。また呼海鉄道は哈爾賓の対岸・

馬家船口－綏化－海倫を結ぶ鉄道（綏化－海

倫間１００キロ）で，満鉄が鉄道資材を供給し

たことがあった。さらに斉克鉄道（斉々哈爾

－克山間１１０キロ）は，黒龍江省の開発のた

めに１９２９年に起工，満州事変直前の３０年に竣

工した官民合弁鉄道であった。

満州国は，この３鉄道の収用令と同日の２

月９日に「鉄道法」（７）を制定公布して満州国

内の鉄道（満鉄を除く）の国有を宣言した。

したがってこの時点で，「協定」付表１の１１

路線の委託経営線とこれ以降の新設線は満州

国の国有鉄道となった。そして「鉄道法」に

よる鉄道国有化方針は，同年３月１日発表の

「満州経済建設綱要」の第３項でも確認され

た（８）。

次に，要点の第２の具体的な内容が「第十

条ニ定ムル代償金ニ関スル協定」（上記「協

定」と同じ３３年３月１０日付）であり，要点の

第３が「借款及委託経営契約」（同じく３月１０

日付）である。まず「代償金ニ関スル協定」

は以下のようである。

「第十条ニ定ムル代償金ニ関スル協定」

第１条 満鉄が鉄道港湾河川の委託経営の代

償として納入する金額は，守備のた

め満洲国に駐箚する国軍〔関東軍〕

の費用に充当するものとする

第２条 前条の金額は，鉄道港湾河川の経営

による利益金（総収入より営業費及

び借款利子を控除した残額）並びに

満鉄が鉄道港湾河川の委託経営を受

けたことによると認められる利益金

を以て支弁するものとする。

前項前段の利益金より国軍の費用を

支弁した残額は，借款未払い利子及

び借款元金の償還に充当し，なお残

余がある時はこの処分に関して軍司

令官と満鉄との間で協議決定する。

第３条 第１条の代償金額は，当該年度ごと

に軍司令官と満鉄との間で協議のう

え決定し，第１年度と第２年度の協

定額は以下の通りとする。

第１年度（昭和７年度） なし

第２年度（昭和８年度） ７００万円

（備考）
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第２条括弧内の借款利子中，四�，�昂，
吉敦線に関するものは，国軍費用中経常費の

全額を支弁し得るにいたるまではその支弁を

為さざるものとする。

これを見れば，満鉄が委託経営による利益

金から支払う軍費とは，現地の独立守備隊と

内地から交代で派遣される各師団によって構

成される関東軍の経費であり，その費用は，

後述のように，日本の一般会計が支出する

「満州事件費」に他ならない。またその軍事

費は，鉄道港湾河川の営業収入から営業費と

借款利子を控除した金額から支払われること

になっていた。

さらにこの満州事件費は「国軍費用ノ標準

額に関スル協定」によって，兵営その他の設

備費として１億円が，経常費として４９００万円

が見積もられていた。

加えてこの協定には，関東軍司令官と満鉄

総裁による「鉄道港湾河川ノ委託経営竝新設

等ニ関スル指示及協定に伴フ覚書」（３月１０

日付，両者による確認書は３月１２日付）と，

「別紙第２号ニ関スル了解事項」（日付は記

載がなく，別紙第２号とは何を指すのかは不

明であるが，第１５条に関する記載があること

から協定の附属文書であろう）が添付されて

いる。

前者の「覚書」は，満鉄の委託経営に対す

る軍司令官の協力義務を示したもので，（１）

鉄道港湾の建設その他に要する資金の調達，

（２）ソ連の経営する東支鉄道方面からの貨物

の吸収，（３）新線建設のために発行される新

株に対して日本政府に１０年間６分配当の保証

をさせることが記されていた。

また後者の「了解事項」は，（１）委託経営

の利益の一部を委託経営者（満鉄）に収得さ

せること，（２）過剰利益（利益金から代償金

＝日本軍費，及び借款未払利子及び借款元金

を控除した残額）は委託経営者（満鉄）及び

満州国政府が収得すること，（３）旧借款利子

（四�・�昂・吉敦鉄道に対する借款利子）
の約半額を第３年度（昭和９年度）より支払

うことを認めること，（４）協定本文１５条によ

る協定内容の変更は，国防上緊急必要のある

場合を想定すること，などが盛り込まれてい

た。

これらの「覚書」や「了解事項」で目を引

くのは，委託国有鉄道の収益性が目論まれて

いることである。すなわち，満鉄による資金

調達や新株に対する配当保証等の資金面での

手厚い保護，貨物の集中による運賃収入の確

保，さらには委託経営を行なう１１路線のうち

借款額の大きい３路線に対する優先的利子支

払など，その経済性にかなりの配慮が行なわ

れていることがわかる。

以上が１９３２年３月１０日に関東軍と満鉄の間

で決定された「協定」であるが，同「協定」

第９条の借款契約を具体化したのが以下に示

す「借款及委託経営契約」であり，「協定」

からほぼ１年を経過した１９３３（昭和８・大同

２）年２月９日に，満州国政府交通部総長・

丁鑑修と満鉄総裁・林博太郎との間で以下の

ような内容で締結された。

満州国鉄道借款及委託経営契約（９）

満州国政府と満鉄との間に満州国政府の鉄

道及びその付帯事業に関し，借款及委託経営

契約を以下のように締結する。

第１条 満州国は，吉長，四�，�昂，吉敦，
瀋海，呼海，吉海，斉克，�索，奉
山の各鉄道に関し，満鉄に対して負

担する債務を１億３３６５万４４７２円とす

る。

第２条 前条の借款の利率は年７分５厘とす

る。また未払いの利子には所定の利

子を付す。

第３条 第１条記載の鉄道に属する一切の財

産及びその収入は本借款の元利の担

保とする。
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第４条 この契約調印の日以降の第１条記載

の鉄道に関して，満鉄から満州国へ

貸付する場合は，その貸金は翌年度

初日に第１条の借款総額に繰入れる

ものとする。

またこの貸金により満州国が取得

すべき一切の財産とその収入は第３

条の担保に追加するものとする。

さらに，この貸金に対して貸付の

日より当該年度末までの第２条の利

子をつけるものとし，利益金によっ

てこの利子を支払うものとする。

この場合の利益金とは，第５条に

定める委託経営によって取得する総

収入から営業費を控除した残額をい

う。

第５条 満州国は，本契約調印の日より第１

条記載の鉄道の経営を満鉄に委託し，

満鉄は，この契約の他，満州国法令

の定めるところによって経営を行な

う。

第６条 借款元利金の償還は，利益金によっ

て行なう。ただし，満鉄の同意があ

る場合は他の財源で充当することが

できる。

利益金より借款利子及び他の費用

を控除して残金を生じた場合は，元

金償還年度割を協議決定する。

前２項によって元金を支払い，な

お剰余が発生する場合は，協議のう

え満州国と満鉄でこれを収得する。

第７条 満鉄は，満州国の軍隊及び郵便物を

特定の運賃によって輸送するものと

する。

第８条 略

第９条 略

第１０条 第３条の担保には奉山線のうち中英

公司借款に関係あるものは同借款問

題解決まで除外する。

あらためてこの契約の要点を整理すると，

（１）満鉄は，満州国が中国側から接収，国有

化した吉長鉄道以下１０路線を委託経営する，

（２）満州国は，満鉄にこれらの鉄道の経営を

委託する代わりに，満鉄に対して総額１億３

千万円の債務を負う，（３）満州国が負う債務

総額は，満鉄が満州国に対して行なう鉄道借

款額となり，その借款利子は年７．５％である。

また未払の利子に対してもさらに利子を付す，

（４）借款の担保は鉄道の財産と収入である。

（５）この借款の元利払は鉄道の利益金によっ

て行なわれる，（６）委託経営以降，１０路線に

対して満鉄が何らかの投資を行なった場合は，

その金額は借款に加算される。

つまり，これらの満鉄に委託された１０路線

に対する満州国の債務＝鉄道借款は１億３３００

万円であり，その元利は同鉄道の利益金で支

払われることになっていた。しかし満州国は

満鉄に対して債務を負ってはいたが，その債

務を自国の財政によって返済する必要はなかっ

た。言い換えれば，満州国国有鉄道は，その

経営を満鉄に委託したので，資金調達を満州

国の公債によって行なう必要がなく，したがっ

て利子負担を免れることになった。一方，満

鉄は，委託経営によって国有鉄道を抱え込ん

だが故に，建設資金調達を日本の資本市場に

依存し，しかも年７．５％もの借款利子と軍事

費＝満州事件費をも支払う必要に迫られるこ

とになる。

この点は，朝鮮や台湾の植民地鉄道が総督

府の公債で建設され，その利子を統督府財政

から支出していたのとは対照的な制度であ

る（１０）。ちなみに，この７．５％という借款利率

はかなりの高率であり，満鉄の貸借対照表に

未払借款利子額が「未収金」として記載され

て，後述するように会計上の問題となる。

さらに，この鉄道委託経営契約の他に，満

州国と満鉄との間で以下のような４つの契約

が同時に締結された。

（１）松花江水運事業委託経営細目条約

満州国国有鉄道の委託経営に関する一考察
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（２）敦化図們江鉄道外二鉄道建造借款及委

託経営契約

（３）満州国鉄道等ノ借款及委託経営合併ニ

関スル契約

（４）天図鉄道買収資金貸金契約

これら４，の契約を要約すれば，（１）の松花

江水運事業契約は，満州国が接収した旧政権

の施設である東北航務局，東北江運処，東北

造船局，東北商船学校，廣信航業処，松黒両

江郵船局を満鉄に引継ぎ，船舶の運航や埠頭，

倉庫の経営を行なうというもの，（３）は（１）（２）

（４）の各事業を合併して収支計算を行なうこ

とを記したものであるが，この合併経営，計

算，担保に関する契約は絶対極秘にすること

とされていた（１１）。

また（２）は，敦化図們江鉄道（敦化－図們

江線と朝陽川－龍井村－朝鮮国境線），拉法

－哈爾賓鉄道，及び泰東－海倫鉄道（泰東－

海倫線・泰東－克東線・拉哈－訥河線）の各

路線を満鉄が建造して完成後満州国政府に引

渡す契約，（４）は天図軽便鉄道を満鉄が買収

によって委託経営する契約である。

そして建造のための用地買収費や保護費等

の費用を満鉄が支出し始めた日から引渡し完

了日までその経費には年７．５％の利子が付け

られ，建造費と共に引渡し完了日に満州国鉄

道借款に加えられた。（４）では，同様に軽便

鉄道の買収費が満州国鉄道借款に加算された。

こうして満鉄によって新たに鉄道の新設が行

なわれるたびに，その建造費が満州国の鉄道

借款となり満州国の債務が増加していく仕組

みになっていたのである。

Ⅱ 国有鉄道の収支と納付金の支払い

満鉄は，１９３３年２月の委託経営契約の締結

を踏まえて，３月１日の業務開始とともに国

有鉄道の委託経営機関として鉄路総局を奉天

に設立したが，その名称について，当初「満

州国有鉄路総局」という案が小磯国昭・関東

軍参謀長から出されたが，「恰モ満州国機関

ノ主要地位ヲ日本人ノミヲ以テ占ムルノ感ヲ

抱カシムルノ嫌アリテ対外関係上反ツテ面白

カラサレハナリ」（１２）（柳川平助・陸軍次官か

ら関東軍参謀長宛の電報）という理由で鉄路

総局となった。国有鉄道経営の傀儡性を見破

られることを関東軍が極度に警戒していた証

左であろう。

発足当初の鉄路総局の下には，冒頭の「協

定」第１条の委託経営線に対応した吉�・吉
海・吉敦・四�・�昂・�索・斉克・呼海・
瀋海・奉山の１０鉄路局が地方支局として存在

していたが，満鉄は翌３４年４月にそれらを統

廃合して新たに奉天・新京・哈爾賓・�南の
４鉄路局を設置した。さらにこのうち�南鉄
路局は３５年７月に斉々哈爾に移転して同鉄路

局として，新京鉄路局は同年９月に吉林に移

転して同鉄路局となった（１３）。

その後満鉄は，１９３５年３月に北鉄（北満鉄

道＝長春－哈爾賓間及び満州里－綏芬河間の

旧中東鉄道）をソ連から買収し，同年１１月に

は朝鮮総督府から北鮮鉄道の経営を委任され

たのを機に，全満州鉄道の経営を一元化する

ために満鉄社線を経営する本社鉄道部と国有

鉄道を担当する鉄路総局，及び北鮮受託鉄道

を担当する北鮮鉄道管理局を統合した鉄道総

局を奉天に設立した（１４）。

表１が国有鉄道を経営する鉄路総局発足時

の１９３３年度から３９年度までの営業収支である。

翌４０年度から総局会計は，大連－新京（長春）

間（連京線）と安東－奉天間（安奉線）から

なるいわゆる満鉄社線と及びその付属事業を

経理する満鉄本体と合併されるので，３９年度

まで国有鉄道（国線）のみの営業収支を表示

できる。

収入では，鉄道収入が約９０％と圧倒的であ

り，それ以外の事業収入はほとんど取るに足

らない金額であるが，あえていえば自動車

（バス）収入と附属業（大部分は農林収入）（１５）

が合わせて収入全体の５％程度を占める。

北 星 論 集（経） 第５２巻 第１号（通巻第６２号）

― 6―



また鉄道収入は年々飛躍的な伸びを示すが，

特に１９３５年度からはソ連から北満鉄道（中東

鉄道）を買収したために大きく伸びている。

これに対して経費も鉄道部門が圧倒的であ

るが，借款利息や借入金利息が巨額に上って

いる年度がある。そして収入から支出を差し

引いた益金は１４００万円～４２００万円であり，そ

の益金は前年度繰越金と合わせて満鉄借款利

息（満州国鉄道借款利息）と上述の北満鉄道

の買収公債利息の一部として充当されている

ことがわかる。

表２は，鉄路総局が委託経営する各営業部

門の収支計算である。鉄道収支は巨額の黒字

を計上し，水運事業はかろうじて黒字を維持

しているが，自動車（バス）と附属業は赤字

である。

また鉄路総局のこうした営業収支を社線

（表３）と比較すると，社線の鉄道収入は営

業収入全体の約半額にとどまり，鉱業すなわ

ち撫順炭の販売収入が約３０％を占めている。

すなわち社線は鉄道と鉱業（炭鉱）が，国線

は鉄道のみが収益源であることを物語る。

１９３３ １９３４ １９３５ １９３６ １９３７ １９３８ １９３９
鉄道収入 ５４，００４ ７２，０２４ １１０，１９１ １２９，９６５ １５４，８６２ ２１２，４０３ ２９８，３６５
鉄道経費 ５０，３５０ ５５，８３２ ８９，４３９ １０７，６２８ １２６，２１３ １６９，０６６ ２５０，１９４

収支 ３，６５４ １６，１９２ ２０，７５２ ２２，３３７ ２８，６４９ ４３，３３７ ４８，１７１
水運収入 １，３３１ １，５８２ １，５１４ ２，３０２ １，９４５ ２，４５３ ７，８２７
水運経費 １，５６８ １，２４２ １，３８１ １，４０４ １，６０７ ８，６０４ ８，２２４

収支 －２３７ ３４０ １３３ ８９８ ３３８ －６，１５１ －３９７
自動車収入 ５８８ １，２６５ １，５８１ １，８７８ ３，５０８ ７，５０８ １２，４３１
自動車経費 １，８５３ １，９２５ ２，６４８ ２，９７９ ４，１７８ ８，５８９ １６，６９３

収支 －１，２６５ －６６０ －１，０６７ －１，１０１ －６７０ －１，０８１ －４，２６２
附属業収入 １５９ ３２９ ２，１９０ ４，８０６ ５，５４９ ４，８６４ １３，１４１
附属業経費 １，８５３ １，６２２ ４，６１３ ７，９６５ ８，５３９ ４，１６６ １１，７０３

収支 －１，６９４ －１，２９３ －２，４２３ －３，１５９ －２，９９０ ６９８ １，４３８
利息収入 ２０９ １９４ １，７９８ １５７ ３２９ １６４ ２９８
利息支出 ５，８８３ １５，３２３ ５，４２８ ４，７０４ ３，１０６ １，７６３ ２，４８１

収支 －５，６７４ －１５，１２９ －３，６３０ －４，５４７ －２，７７７ －１，５９９ －２，１８３

１９３３ １９３４ １９３５ １９３６ １９３７ １９３８ １９３９
鉄道収入 ５４，００４ （８９．７） ７２，０２４ （９１．９）１１０，１９１ （９１．３）１２９，９６５ （９２．１）１５８，９１２ （９５．３）２１２，４０３ （９２．９）２９８，３６５ （８９．８）
港湾収入 － － － － ３６ （０．０） ６２ （０．０） １５１ （０．１） ３５２ （０．１）
水運収入 １，３３１ （２．２） １，５８２ （２．０） １，５１４ （１．３） ２，３０２ （１．６） １，９４５ （１．２） ２，４５３ （１．１） ７，８２７ （２．４）
自動車収入 ５８８ （１．０） １，２６５ （１．６） １，５８１ （１．３） １，８７８ （１．３） ３，５０８ （２．１） ７，５０８ （３．３）１２，４３１ （３．７）
附属業収入 １５９ （０．３） ３２９ （０．４） ２，１９０ （１．８） ４，８０６ （３．４） ３，４９８ （２．１） ４，８６４ （２．１）１３，１４１ （４．０）
利息収入 ２０９ （０．３） １９４ （０．２） １，７９８ （１．５） １５７ （０．１） ３２９ （０．２） １６４ （０．１） ２９８ （０．１）
雑益 ３，９４６ （６．６） ２，９４８ （３．８） ３，３５０ （２．８） １，９６６ （１．４） ５７６ （０．３） １，１０３ （０．５） － －
収入計（Ａ） ６０，２３８（１００．０） ７８，３４５（１００．０）１２０，６２７（１００．０）１４１，１１３（１００．０）１６６，８３３（１００．０）２２８，６４９（１００．０）３３２，４１７（１００．０）

鉄道経費 ５０，３５０ （８３．６） ５５，８３２ （７２．６） ８９，４３９ （８４．２）１０７，６２８ （８５．７）１３１，３６８ （９０．４）１６９，０６６ （８７．０）２５０，１９４ （８６．３）
港湾経費 － － － － － － ２４ （０．０） １０３ （０．１） １１２ （０．１） ５２０ （０．２）
水運経費 １，５６８ （２．６） １，２４２ （１．６） １，３８１ （１．３） １，４０４ （１．１） １，６０７ （１．１） ８，６０４ （４．４） ８，２２４ （２．８）
自動車経費 １，８５３ （３．１） １，９２５ （２．５） ２，６４８ （２．５） ２，９７９ （２．４） ４，１７８ （２．９） ８，５８９ （４．４）１６，６９３ （５．８）
附属業経費 １，８５３ （３．１） １，６２２ （２．１） ４，６１３ （４．３） ７，９６５ （６．３） ３，３８３ （２．３） ４，１６６ （２．１）１１，７０３ （４．０）
利息支出 ５，８８３ （９．８） １５，３２３ （１９．９） ５，４２８ （５．１） ４，７０４ （３．７） ３，１０６ （２．１） １，７６３ （０．９） ２，４８１ （０．９）

借款利息 … … １４，３３１ （１８．６） ７０５ （０．７） ６６４ （０．５） ６１５ （０．４） ５５９ （０．３） ４９４ （０．２）
公債利息 … … － － ９１８ （０．９） ９２２ （０．７） ９１６ （０．６） ９１０ （０．５） ９９６ （０．３）
借入金利息 … … ８９３ （１．２） ５１６ （０．５） ３，０９７ （２．５） １，５３２ （１．１） ２１３ （０．１） ８２５ （０．３）
雑利息 … … １４４ （０．２） ３，２７７ （３．１） ０ （０．０） － － － － ０ （０．０）

雑支出 ８０１ （１．３） ８７７ （１．１） ２，１６８ （２．０） ８８１ （０．７） １，５２８ （１．１） １，９８３ （１．０） － －
支出計（Ｂ） ６０，２２４（１００．０） ７６，８８２（１００．０）１０６，１８３（１００．０）１２５，５９０（１００．０）１４５，２７６（１００．０）１９４，２８５（１００．０）２８９，８１７（１００．０）

益金（Ａ）－（Ｂ） １４ １，４６２ １４，４４４ １５，５２３ ２１，５５７ ３４，３６４ ４２，６００
前年度繰越益金 － １４ ９７ － － － －

計 １４ １，４７６ １４，５４１ １５，５２３ ２１，５５７ ３４，３６４ ４２，６００
満鉄借款利息内入 － １，３７９ １２，０９３ １２，１６８ １７，１６７ ２７，６０１ ３５，２６３
北鉄公債利息内入 － ２，４４７ ３，３５６ ４，３８９ ６，７６１ ７，３３８
繰越益金 － ９７ － － － － －
益金処分計 － １，４７６ １４，５４０ １５，５２４ ２１，５５６ ３４，３６２ ４２，６０１

表１ 鉄路総局（鉄道総局）の営業収支（決算） （１，０００円）

出所：満鉄『昭和１５年度 営業一斑』３２９頁。利息支出の内訳は，満鉄『帝国議会説明資料』（第７０・第７４・第７６回）の「満
州国国有鉄道」営業収支成績表による。

表２ 各事業収支 （１，０００円）

出所：前表により作成。

満州国国有鉄道の委託経営に関する一考察
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表１にある「満鉄借款利息」とは，「満州

国鉄道借款及委託経営契約」第１条及び「委

託経営契約第１条」にある１０鉄道の借款額１

億３３６５万円に加えて，満鉄が資金を株式や社

債によって調達して建造し，完成後に満州国

に引渡した鉄道の資産を貸金として成立した

借款の利息である（「協定」第９条。名称は

「満鉄借款」であるが，満鉄ではなく満州国

が債務を負う借款であることに留意）。そし

てこの１億３３６５万円の内訳を示したのが表４

であり，さらに１９３５年末までの借款額を示し

たのが表５である。

１９３３ １９３４ １９３５ １３３６ １９３７ １９３８ １９３９
鉄道収入 １１９，６７７（４８．３） １２６，５２５ （４６．７）１３４，６８６ （４４．６） １３３，４８２ （４４．６） １５１，０５３ （４２．５）１９２，７４６ （４９．８） ２２９，８３０ （５２．１）
港湾収入 １３，０３４ （５．３） １５，７３０ （５．８） １４，３９４ （４．８） １５，２２９ （５．１） １７，７２４ （５．０） ２３，０８４ （６．０） ２８，９７４ （６．６）
鉱業収入 ７０，９７６（２８．６） ８５，５２６ （３１．６） ９２，５６０ （３０．６） ８７，９４４ （２９．４） ９１，１７６ （２５．７）１０５，７８５ （２７．３） ９１，３５０ （２０．７）
製油収入 ５，２７７ （２．１） ３，８８４ （１．４） ６，９６２ （２．３） ７，９５７ （２．７） ８，５１７ （２．４） １１，１９０ （２．９） １０，３８２ （２．４）
製鉄収入 ３，０４０ （１．２）
地方収入 ６，１８５ （２．５） ７，２７３ （２．７） ９，４０７ （３．１） ９，４７３ （３．２） １０，０１６ （２．８）
利息収入 １６，４１２ （６．６） ２６，０９３ （９．６） ３４，２６７ （１１．３） ３１，４８０ （１０．５） ３３，７２９ （９．５） ４５，０４８ （１１．６） ５８，８１９ （１３．３）
収入その他とも計 ２４８，００２（１００．０） ２７０，６６９（１００．０）３０２，１５９（１００．０） ２９９，０４４（１００．０） ３５５，０４８（１００．０）３８７，４１２（１００．０） ４４０，９０７（１００．０）
鉄道経費 ４３，９１０（２１．４） ５３，２８２ （２３．８） ５０，６５６ （２０．１） ５３，８８５ （２１．７） ６１，３４０ （２１．８） ９５，６２９ （３０．４） １２３，９０８ （３４．１）
港湾経費 ９，８１７ （４．８） １２，１５０ （５．４） １０，７９９ （４．３） １１，２８２ （４．５） １２，７７３ （４．５） １７，１９０ （５．５） ２６，０３１ （７．２）
鉱業費 ６５，９６０（３２．２） ７５，１３４ （３３．５） ７９，８６２ （３１．６） ７５，６９４ （３０．４） ８０，６７２ （２８．７） ８９，２０６ （２８．４） ８０，０９０ （２２．１）
製油費 ４，４５２ （２．２） ３，４１３ （１．５） ５，９１１ （２．３） ７，０３５ （２．８） ７，０３０ （２．５） ８，９３０ （２．８） ９，１０７ （２．５）
製鉄費 ３，５８４ （１．７）
地方経費 １６，８５５ （８．２） ２０，９５０ （９．３） ２３，６２５ （９．４） ２６，１０７ （１０．５） １８，４９３ （６．６）
利息支出 ２８，５５８（１３．９） ３１，２００ （１３．９） ４０，７０５ （１６．１） ４３，７５６ （１７．６） ４７，８４４ （１７．０） ５０，８４６ （１６．２） ６１，０６１ （１６．８）
支出その他とも計 ２０５，０８１（１００．０） ２２４，２０２（１００．０）２５２，５３５（１００．０） ２４８，８７１（１００．０） ２８１，１１９（１００．０）３１４，５３６（１００．０） ３６３，０５９（１００．０）

借款金額
（１）吉長鉄道 ９，７４６
（２）四�鉄道 ５２，３９７
（３）�昂鉄道 ３２，１９３
（４）吉敦鉄道 ３１，８３０
（５）瀋海鉄道 ３，１０８
（６）呼海鉄道 １，４６９
（７）斉克鉄道 ６４８
（８）吉海鉄道 １３８
（９）�策鉄道 １２０
（１０）奉山鉄道 ２，００５

計 １３３，６５４

借款額 完成期日 借款成立年月日
旧借款＝委託経営鉄道 １１２，４９１ １９３３．２．９
新借款（改良費） ２１，１６４ 同日
敦化－図們江線 ３１，８５３ １９３３．８月末 １９３３．９．１
克東－海倫線 １８，３５１ １９３３．１１月末 １９３３．１２．１
泰東－克東線 ２，９４７ 上同 同日
拉哈－訥河線 ３，６９６ 上同 同日
朝陽川－龍井村線 ７，２７５ １９３４．３月末 １９３４．４．１
天図鉄道借款繰入額 ６，１０６ 同日
拉法－濱江線 ３８，５７０ １９３４．７月末 １９３４．９．１
大阪－凌源線 ２４，０４７ １９３４．１２．１
北安－辰清線 １６，３４６ 同日
既設線改良費 ５０，８８６ １９３５．４．１
図們－牡丹江線 ４６，４８９ １９３５．７．１
凌源－平泉線 １２，６２９ １９３５．１０．１
葉柏樹－赤峰線 １７，６１７ １９３５．１２．１
辰清－黒河線 ２０，４７２ 同日
新京－大賽線 １７，１２０ 同日
大賽－�安線 １２，４６７ 同日
懐遠－策倫線 １１，４９５ 同日

計 ４７２，０２１

１９３３ １９３４ １９３５ １９３６ １９３７ １９３８ １９３９ １９４０
鉄道貸金（満鉄借款） １４２，７９６ ２４２，７５３ ３３３，７３１ ４５７，１１５ ６１３，６６４ ７４７，０００ ８９１，１０８ １，０４７，６３６
貸金計 … … … … ６２５，３４２ ７６２，２０１ ９０２，３５１ １，０５３，２４０
鉄道貸金利息 … … … … … ２７，６０１ … …
その他事業とも利息計 … … … … １７，３８２ ２８，０９５ … …

表３ 満鉄社線営業収支 （１，０００円 ％）

出所：高橋泰隆『日本植民地鉄道史論』（１９９５年）第５�６表（３７４～３７５頁），第５�３４表（４４０～４４１頁）。１９３７～３９年度の利息収
入・支出額は，満鉄の『営業報告書』による。

表４ 委託経営借款額

（１，０００円）

表５ １９３５年末までの満州国鉄道借款

（１，０００円）

出所：「満州国鉄道等ノ借款、経
営及建造ニ関スル契約等締
結ニ関スル件報告」（C
０１００２８４８６００）

出所：満鉄経済調査会『満州国財政の将来性』（１９３６年）
２２９～２３０頁，完成期日は「敦化図們江鉄道他二鉄
道建造借款及委託経営契約」（C０１００２８４８６００）

表６ 満鉄借款額（年度末） （１，０００円）

出所：『営業一斑』１９３９・１９４０年度。
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投資額 営業収入（利息） 対投資収入率
社内投資（Ａ） ８９２，１６４（４３．９） ３４５，２８８（８９．１） ３８．７
社外投資（Ｂ） １，１４１，８２９（５６．１） ４２，１２２（１０．９） ３．７
受託事業（委託鉄道） ９６９，４８４（４７．７） ２７，６０１ （７．１） ２．９
一般貸金 １５，２００ （０．７） ４９４ （０．１） ３．２
公社債 １，０６９ （０．１） ６９ （０．０） ６．５
関係会社株式投資 １５６，０６４ （７．７） １３，９５７ （３．６） ８．９
工業 ６９，２５６ （３．４） ５，９９２ （１．５） ８．７
運輸倉庫 ３３，４８８ （１．６） １，６１０ （０．４） ４．８
電気瓦斯 ２９，８２１ （１．５） ２，８７９ （０．７） ９．７
興業拓殖 ８，５３６ （０．４） ８０ （０．０） ０．９

合計（Ａ）＋（Ｂ） ２，０３３，９９４（１００．０） ３８７，４１１（１００．０）

表７ １９３８年度投資事業成績（１，０００円 ％）

出所：『昭和１４年度版 営業一斑』

表５の敦化－図們江線以下の鉄道は，「協

定」第１１条の付表第２と「敦化図們江鉄道外

二鉄道建造借款及委託経営契約」「天図鉄道

買収資金貸金契約」によって敷設され，新た

に満州国の鉄道借款に加えられた鉄道である。

これとは別に，１９３３～４０年度末の「満鉄借款」

額を満鉄の「資産負債総表」によって示した

のが表６である。満鉄は１９４５年８月の時点で，

大連－長春間及び安奉線の社線約１０００㎞を含

んで１万１４７９㎞を所有していたので（１６），社線

以外の国有鉄道の建設改良費が表６の鉄道資

金（満鉄借款額）として累積していく仕組み

になっていたのである。

表６では，満鉄借款は貸金の大部分を占め

ている。また同表の下段は資料が欠落してい

るために１９３８年度末しか金額が記載できない

が，１９３８年度の利息収入２７６０万１０００円は同年

度の利息収入の大部分であり，この利息収入

が表１では同年度の「満鉄借款利息内入」額

と一致する。つまり，表１の国有鉄道の利益

金は満州国の鉄道借款（鉄道投資）に対する

利息として支払われていることがわかる。さ

らに次の表７によれば，この利息収入２７６０万

円は，貸金や公社債及び関係会社の株式投資

とともに満鉄の社外投資の一部を構成し，そ

の投資額は社内投資（社線や撫順炭鉱投資）

を上回っていた。

次に，満鉄借款に対する利子支払の検討に

移る。３３年３月締結の「委託経営契約」第２

条は借款利子を年７．５％としていたが，表６

にあるように借款額は年々増加し，その利息

支払いも巨額に上っていく。この利息支払い

は表１にあるように国有鉄道の収益から支払

われるが，全額を支払うことができず，滞納

した利息は，１９３４年度現在で９５０４万円にも上

り，満鉄の貸借対照表では「未収金」として

計上されていた（１７）。

満鉄としては，これらの巨額の未収金を貸

借対照表の資産の部に記載するのは経営上問

題があるとして，株主配当率，社債利子率年

平均６．３４％を基準にして，１９３５年１月に７．５％

を６％に切り下げた（１８）。

この利率で計算すると，表６で１９３８年度の

満鉄借款額は７億４７００万円でこの金額に対し

て６％を支払うとすれば４４８２万円となる。国

有鉄道の収益から実際に支払われた利息は２１６０

万円であるから残り２３２２万円が未収金となる

計算である。

こうした利子負担軽減策は，満鉄が１９４０年

に６億円の増資を行なって資本金を１４億円に

増額し，増資分６億円のうち５０００万円を満州

国からの出資に仰いだ（１９）際にも行なわれた。

すなわち，（１）満鉄に対する満州国政府の諸

借款は新旧ともに無利子とし，既往未整理の

利息は契約の当初にさかのぼって無利子とす

る，（２）満鉄は満州国政府に対して毎年報奨

金１５００万円を納付する，（３）北満鉄路公債

１６８，６５０千円・四鄭鉄道公債３，６９９千円・三鉄

道保証公債１１，９２８千円・満州中銀借款３，７９９

千円の４公債・借款，及び中英公司借款２，４９１

千ポンドの鉄道関係公債等の元利償還は満州

国政府が行なうとした（２０）。このように満州国

はようやく満鉄に対する出資を認められ，（３）

の代償として１５００万円の報奨金を受け取るこ

とになる。

最後に，「満鉄納付金」，すなわち「協定」

第１０条の「代償金」及び「第１０条ノ代償金ニ

関スル協定」第３条によって昭和８（１９３３）

年度に７００万円の支払いが規定された在満日

本軍費（関東軍の軍費）の支払の実態を検討

満州国国有鉄道の委託経営に関する一考察
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する。

表１の営業収支表を見る限りでは，国有鉄

道は納付金を支払った形跡は見られないが，

表１の典拠となっている満鉄の『営業一斑』

とは別の資料である『八田嘉明文書』の「総

局概況」によって鉄路総局の１９３３・３４年度の

決算及び３５年度の予算を示して（表８），こ

れを表１と比較すると，第１に，表１にある

１９３３年度の雑益３，９４６千円は，表８では本来

の雑益に前年度剰余金１，４１４千円を加えた金

額となっている。

第２に，表１の鉄道経費５０，３５０千円は，表

８では本来の鉄道経費４３，３３２千円に納付金

６，６６７千円と委託経営手数料３５２千円を加えた

額であることがわかる。この納付金が「協定」

第１０条の代償金，すなわち国有鉄道勘定によっ

て支払われる軍事費であり，結局，１９３３（昭

和８）年度は「代償金ニ関スル協定」の規定

通り，７００万円が支払われたとみることがで

きる（２１）。しかし，この納付金がどのように使

用されたかは不明である。

翌３４年度はどうか。「協定」第３条は１９３３

（昭和８）年度の規定までしか書かれていな

いが，表８によれば，翌３４年度の支出には納

付金が含まれず，委託経営手数料のみ７７千円

を加えた５５，８３５千円が表１の鉄道経費額と合

致する。したがって，１９３４年度には納付金は

１９３３年度決算 １９３４年度決算
１９３５年度予算

一般国線 旧北鉄線 計
鉄道収入 ５４，００４ ７２，０２５ ７６，４２２ ２７，０９２ １０３，５１４
旅客収入 １４，７１１ １７，８３２ １９，８６８ ８，２０６ ２８，０７４
貨物収入 ３６，０８０ ５０，３１３ ５１，８４４ １７，９０５ ６９，７４９
雑収入 ３，２１３ ３，６６０ ４，７１０ ９８１ ５，６９１

水運収入 １，３３２ １，５８２ １，２３１ － １，２３１
自動車収入 ５８７ １，２６５ ２，７６０ － ２，７６０
附属業収入 １６０ ３３０ ９６３ １，４７７ ２，４４０
利息収入 ２１０ １９５ １３０ － １３０
雑益 ２，５３２ ２，９４９ １，３２９ ２０ １，３４９
（前年度利益金）＝Ｃ （１，４１４）

営業収入計（Ａ） ５８，８２５ ７８，３４６ ８２，８３５ ２８，５８９ １１１，４２４
Ｃを含んだ営業収入（Ｆ） ６０，２３９
鉄道経費 ４３，３３２ ５５，７５６ ５３，８４０ ２，５２１ ５６，３６１
（納付金）＝Ｄ （６，６６７）
（委託経営手数料）＝Ｅ （３５２） （７７）
Ｄ・Ｅを含んだ鉄道経費 ５０，３５１ ５５，８３５
水運経費 １，５６９ １，２４２ １，００８ － １，００８
自動車経費 １，３９８ １，９２５ ２，６９１ － ２，６９１
附属業経費 ６４３ １，６２３ ２，４２７ ２，８２４ ５，２５１
利息支出 ５，６６３ １５，３８２ ２１，０６０ ２，６０３ ２３，６６３
満鉄利息 ３，７７７ １３，６３６ １９，２６０ － １９，２６０
北鉄買収公債利息 ２，６０３ ２，６０３
その他利息 １，８８６ １，７４６ １，８００ － １，８００

雑損 ６０１ ８７７ ５０ ２３ ７３
予備費 － － １，０００ － １，０００
営業経費計（Ｂ） ５３，２０６ ７６，８０５ ８２，０７６ ３０，６６０ １１２，７３６

Ｄ・Ｅを含んだ営業費（Ｇ） ６０，２２５ ７６，８８２
差引益金（Ａ）－（Ｂ） ５，６１９ １，５４１ ７５９ －２，０７１
差引益金（Ｆ）－（Ｇ） １４ １，４６４

１９３４ １９３５
鉄道収入 ７２，０２４ １０３，０１３
鉄道特殊収入 － ７，１７８

納付金組入 － ４，０００
本社運賃割戻 － ３，１７８

鉄道収入＋特殊収入 ７２，０２４ １１０，１９１
水運収入 １，５８２ １，５１４
自動車収入 １，２６５ １，５８１
附属業収入 ３２９ ２，１９０
利息収入 １９４ １，７９８
雑益 ２，９４８ ３，３５０
営業純収入計（Ａ） ７８，３４５ １２０，６２７
鉄道経費 ５５，７５５ ８９，４３９
水運経費 １，２４２ １，３８１
自動車経費 １，９２５ ２，６４８
附属業経費 １，６２２ ５，１０７
利息支出 ２，６７９ ５，４２８
雑損 ８７７ ２，１７７
営業純支出計（Ｂ） ６４，１０２ １０６，１８２
差引益金（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ） １４，２４３ １４，４４４
特殊支出（Ｄ） １２，７８０ －

委託経営手数料 ７６ －
満鉄借款利息 １２，７０３ －

（Ｂ）＋（Ｄ） ７６，８８２ １０６，１８２
（Ｃ）－（Ｄ） １，４６３ １４，４４４

表８ 「総局概況」による営業収支 （１，０００円）

出所：『総局概況 康徳２年８月１０日調』（『八田嘉明文書』０１９５）

表９ 「鉄路総局決算」による損益勘定

（１，０００円）

出所：「昭和十年度鉄路総局決算ニ関スル件」
（C０１００３２０６４００）
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支払われず，代わって満鉄借款の利息が約１３００

万円支払われたことになる。

次の１９３５（昭和１０）年度の鉄路総局の決算

については，表９を示して表１及び表８と比

較してみよう。表９は，板垣征四郎・関東軍

参謀長から梅津美治郎・陸軍次官宛に送付さ

れた「昭和十年度鉄路総局決算ニ関スル件」

と題する報告書によって作成したものである。

まず，１９３４年度の営業純収入７８，３４５千円，

営業純支出に特殊支出（満鉄借款利息）を加

えた７６，８８２千円は，表１の支出計（Ｂ），及

び表８の営業費（Ｇ）と一致するので，表９

の１９３５年度の数値は，表１及び表８と連続し

ていると考えてよい。このうち表８の１９３５年

度の数値は予算額であるので決算額がわかる

表１と比較してみる。

表１の１９３５年度の鉄道収入１１０，１９１千円は，

表９の鉄道収入１０３，０１３千円に鉄道特殊収入

の７，１７８千円を加えた額である。つまり表１

の鉄道収入とは，旅客と貨物の運賃収入に，

表９の納付金組入４，０００千円と本社運賃割戻

額３，１７８千円を加えた金額なのである。

そして表９の営業純収入１２０，６２７千円から

営業純支出１０６，１８２千円を差引いた益金は

１４，４４４千円となり，同表ではわからないが，

表１では同額の益金が満鉄借款利息内入１２，０９３

千円と北鉄公債利息内入２，４４７千円として支

払われている。

それでは，表９の鉄道特殊収入７，１７８千円

（その内訳は納付金組入４，０００千円及び本社

運賃割戻３，１７８千円）はどこから繰り入れら

れているのか。この会計操作は，１９３５（昭和

１０）年５月２７日付の関東軍参謀長・西尾寿造

から陸軍次官・橋本虎之助宛「昭和九年度満

鉄上納金処理竝決算に関する件」（２２）と題する

次のような資料で明らかになる。

昭和九年度分満鉄上納金ハ別紙記載一及二

ノ方法ニ依リ処理スルコトトシ其ノ金額ハ金

七百万円ト決定シ近ク正式ニ満鉄総裁ト協定

可致候間御承知相成度

別紙

昭和九年度満鉄上納金処理竝決算ニ関スル件

一，満鉄固有勘定〔社線〕ヨリ〔国線へ〕

上納スヘキ金額ハ予テ満鉄側ト内協定ニ係ル

算式ニ基キ計算スルコトトシ之ニ依リ算出シ

タル金額約七一四万円（表９では７１７万円で

少し差がある）中四五〇万円ヲ鉄道連帯運輸

収入割戻金ノ形式ヲ以テ鉄路総局ニ繰入ルル

コトトセリ，而シテ前記差額二六四万円ハ翌

年度繰越金トシテ保留シ置キ次年度ニ於テ該

保留金額ト次年度分ノ計算シタル納付金トノ

合計金額ヨリ適当所要金額ヲ従前ノ方法ニ依

リ鉄道収入其他ノ割戻金ヲ以テ支出スルコト

トセリ，此ノ方法ハ上納金制度ヲ公式化又ハ

制度変更セサル期間暫定的処理方法トシテ今

後逐年実行スル方針ナルニ付御了承アリタシ

因ニ鉄道収入割戻金ヲ四五〇万円ト為シタ

ルハ此ノ程度ノ金額ヲ総局ニ繰入ルルコトニ

依リ前年度上納金ヲ低下セサル金額ヲ上納セ

シメ得ルコトトナル，若シ其レ以上ノ金額ヲ

鉄道収入ヨリ総局ニ支払フトキハ社線鉄道業

務ノ収支ヲ一時ニ不相当ニ歪メルコトトナリ，

外部関係ニ悪影響ヲ及スコトトナリタルノミ

ナラス割戻ノ合理的基礎ノ説明ニ困難トナル

等ノ事情ニ依リ九年度分ハ之ヲ四五〇万円ニ

留メ差額ハ前述ノ如ク翌年度繰越金トシテ処

理スルコトトセリ

二，鉄路総局ニ於ケル九年度決算見込利益

金額一五四八万円及前年度繰越益金ノ合計額

一五五〇万円ヲ以テ新借款利子及旧借款利子

ノ半額竝委託経営手数料ノ合計額一三八九万

円ヲ支払ヒタル残額一六一万円ニ前記九年度

満鉄繰入金及予テ繰入見合中ノ八年度満鉄繰

入金ヲ合算スル時ハ九年度上納金ハ前年度以

上ノ額ニ上ルヘキモ斯クテハ次年度以降当分

利益金漸減ノ場合直ニ上納金ヲ減額セサルヘ

カラサルニ至ル関係ヲ考慮シ九年度上納金ヲ

七〇〇万円ニ止メ次年度以降上納金ヲ当分七

〇〇万円以下ニ低下スルコトナカラシメント

満州国国有鉄道の委託経営に関する一考察
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割
戻
金
450
万円

918
万円

1264
万円

鉄道収入
1億2652万円

港湾･鉱業･地方経営･
利息等収入
1億4412万円

鉄道経費
4334万円

港湾･鉱業･地方･利息･
資産償却及除却費等

経費
1億8086万円

利益金
4646万円

前
年
度
繰
越
金

450＋264
＝714万円

国有鉄道への
上納金

うち264万円

法
定
積
立
金

配
当
金

翌
年
度
繰
越
金

4300
万円

スルモノナリ

この報告の要点を整理すれば，（１）満鉄固

有勘定（社線・満鉄本体）から鉄路総局に７１４

万円を「上納」し，そのうち４５０万円を鉄道

連帯運輸収入割戻金とする，（２）残額の２６４万

円は満鉄社線勘定の翌年度繰越金として保留

し，次年度にその２６４万円と次年度の納付金

との合計額から適当な金額を割戻金という形

式で支出する，というもので，この操作を図

示したのが図１である。

（３）割戻金を４５０万円に抑えたのは，この程

度であれば満鉄社線の業績に支障をきたすこ

とはなく，しかも総局に繰入れる上納金は前

年度を下回ることはない，（４）鉄路総局の１９３４

（昭和９）年度決算見込において，当該年度

の益金１５５０万円から各種の借款利子と委託経

営手数料の合計額１３８９万円を差引いた残額１６１

万円に上記４５０万円と，さらに繰入を見合わ

せている３３年度の繰入金を合算すると，当該

年度の上納金は前年度を超過する，（５）そう

なると，次年度以降に益金が減少すると上納

金を減額せざるを得ないので，上納金の上限

は７００万円程度とする，というものである。

結局，１９３５年度の国有鉄道は，満鉄の社線

から上納金として７００万円を受け入れたが，

納付金として日本軍費を支払うことはなかっ

たと推測できる。また３６年度以降も上納金を

満鉄の社線勘定から繰り入れられたとしても，

その収入は借款利息に充当されたものと考え

られる（２３）。

さて，冒頭に示した溥儀の本庄宛書簡から

懸案となっていた満州国からの軍事費負担問

題は，「協定」第１０条に定めた「代償金に関

する協定」第１条で「守備のため満州国に駐

箚する国軍の費用」と表現されたが，ここで

いう国有鉄道の利益金から支払う代償金＝満

鉄納付金は，満州国が支払う駐満軍費すなわ

ち関東軍の経費の一部として取り扱われてい

た。すなわち，３４年９月５日付で，「満州事

変後ニ於テ増加セル駐満軍費ハ満州国ニ於テ

国防分担金 予算額 分担金受入 予算額 決算額（Ａ） 満州事件費決算額（Ｂ）（Ａ）／（Ｂ）％

１９３４（康徳１）年度 ９，０００ 昭和９年度 － － １４１，５６９ －

１９３５（康徳２）年度 ５，０００ 昭和１０年度 ９，８７３ ９，５４０ １６８，８９２ （５．６）

１９３６（康徳３）年度 １９，５００ 昭和１１年度 ９，８７３ ２４，５００ １８８，５１０ （１３．０）

１９３７（康徳４）年度 １９，５００ 昭和１２年度 １９，５００ １９，５００ ２５２，０５７ （７．７）

１９３８（康徳５）年度 １９，５００ 昭和１３年度 １９，５００ １９，５００ １２８，６３６ （１５．２）

図１ １９３４年度満鉄社線の損益計算書におけ
る「上納金」の支出

表１０ 満州国の国防分担金と日本の一般会計による分担金受入額

（１，０００円）

出所：満州国の予算額は『一般会計歳入歳出総予算』各年度版，日本の一般会計による「分担金受入」の
予算決算及び満州事件費は『歳入歳出総決算』各年度版による。

（備考）
満州国から日本の一般会計への国防分担金の繰入は，１９３５（昭和１０）年度～１９３８（昭和１３）年度の４年度のみ。

出所：南満州鉄道株式会社『第３４回 営業報告書』（昭
和９年度）２５～２７頁。
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負担セシムルヲ原則トス但シ委託経営鉄道利

益金ヨリノ納付金ハ右負担額ヨリ之ヲ控除ス

ルモノトス」という指示が陸軍次官から関東

軍参謀長宛に出されている（２４）。

この駐満軍費とは，満州事変以降は日本の

一般会計が支出する「満州事件費」に他なら

ず，満州国財政はその一部を「国防分担金」

として負担していた。表１０がその支出額で，

同表によれば３４年度は満州国で９００万円を予

算に計上しているが，日本では予算計上はな

い。そして翌３５年度から日本側でも予算が計

上されて，３７・３８の両年度は満州国の予算と

日本の一般会計との予算決算額が一致してい

る。満州国の軍事費の負担は一般会計が行なっ

たのである。またその額は，満州事件費全体

に約１割に達していた。

むすび

満州国は，その成立と同時に国民政府時代

の諸鉄道を接収し，国有鉄道としてその経営

を満鉄に委託した。満鉄はその後続々と鉄道

を新設し，敗戦時にはその総延長は１万１千

キロにも達していた。満鉄は建設費を日本の

資本市場から調達したので，満州国は国債発

行による財政負担を免れた。しかし，委託経

営の規定によって国有鉄道はその利益金から

日本軍の駐留費の一部を支弁することが要求

された。ところが，新線建設によって膨張し

た満州国鉄道借款の利払いがかさみ，満鉄は

利益金を利払いに優先的に充当せざるを得な

かった。

結局，満州国がその成立時に関東軍と約束

していた同軍の費用を，わずか４年ではあれ

一般会計から支払ってその肩代わりをするこ

とになったのである。

――――――――――――――――――――
（１）「日本帝国主義下の「満州」鉄道問題」（『三

田学会雑誌』７７巻１号 １９８４年），「在満鉄道

に対する軍事的支配をめぐる葛藤－満州国線

の満鉄への委託経営をめぐって－」（上・中・

下）。上は『長岡大学生涯学習研究年報』２号

（２００８年），中・下は『長岡大学研究論叢』第

６号（２００８年）・第８号（２０１０年），波多野澄

夫「満鉄の委託経営をめぐって」（『村上義一

文書目録』解説１９９５年）。

（２）『日本外交年表竝主要文書』下，２１７頁。

（３）以下，「鉄道港湾河川の委託経営竝新設等に

関する協定」，「第十条に定むる代償金に関す

る協定」「国軍費用の標準額に関する協定」

「鉄道港湾河川の委託経営竝新設等に関する

指示及協定に関する覚書」「別紙第２号に関す

る了解事項」は，「鉄道港湾河川ノ委託経営竝

新設等ニ関スル協定」（アジア歴史資料センター

A０９０５０４１７５００。原本は『昭和財政史資料第
５号第１８６冊）による。

なお，本庄宛溥儀書簡とこの協定を精緻化し

た「大同元年八月七日鄭国務総理ト本庄関東

軍司令官トノ間ノ満州国政府ノ鉄道，港湾，

水路，航空路等ノ管理竝ニ線路ノ敷設管理ニ

関スル協約及右協約ニ基ク附属協定」は，１９３２

（昭和７）年９月１５日発表の「日満議定書」

における満州国駐箚特命全権大使 武藤信義

と満州国国務総理・鄭孝胥との往復文書の第１

項及び第２項として確認された（『日本外交年

表竝主要文書』下，２１５～２２０頁）。

（４）日本外交年表竝主要文書』下，２１７～２２０頁。

（５）『満州国政府公報日訳』大同２年２月２８日，

第１００号。

（６）以下の３鉄道に関する説明は，満鉄『第六

十四回帝国議会説明資料』の第７章 社外鉄

道と満鉄との関係 第６節 瀋海鉄道，第１０

節 呼海鉄道，第５節 斉克鉄道による。

（７）鉄道法（教令第７号）の内容は以下のとお

りである。第１条 鉄道は国有とする，ただ

し，一般輸送の用に供する鉄道にして主とし

て一地方の交通を目的とするもの及び一般運

送の用に供せざる鉄道は国有とせざることを

得。第２条 国有の目的を達するため必要な

る鉄道はこれを収用する。収用すべき鉄道，

収用の期日補償その他については別にこれを

定める。第３条 略。第４条 国有鉄道の軌

間は１米４３５〔満鉄と同じ標準軌，日本国有鉄

道は１０６７ミリ〕とする（前掲『政府公報日訳』

第１００号）。

（８）『満州国史』各論，８４７頁。

（９）以下，「満州国鉄道借款及委託経営契約」及

び「松花江水運事業委託経営細目契約」等４
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契約の内容は，「満州国鉄道等ノ借款，経営及

建造ニ関スル契約等締結ニ関スル件報告」（昭

和８年２月２２日 関東軍司令官 武藤信義か

ら陸軍大臣・荒木貞夫への報告（C０１００２８４８６００）
による。

（１０）朝鮮鉄道の建設と総督府財政の関係につい

ては，平井廣一『日本植民地財政史研究』（ミ

ネルヴァ書房，１９９７年）第３章と林采成『戦

時における鉄道輸送』（東大出版会，２００７年）

第５章を参照。

（１１）「満州鉄道委託経営ニ関スル件」（C０１００
３０１９５００）

（１２）「鉄路総局ニ関スル件」（C０１００３０１９６００）
（１３）「満州国鉄道関係雑纂」（１）鉄路局制関係（B
１００７４７３００００）

（１４）『満州国史』下，８４８頁。

（１５）例えば，表１で附属業収入が４８１万円（３．４％）

を占める１９３６年度では，３１２万円が農林収入で

ある（南満州鉄道株式会社『第７４回 帝国議

会説明資料』１９１頁）。

（１６）『満州国史』各論，８５６～８５７頁。高橋泰隆

は，１９４２年までに建設された鉄道について，

その大部分は関東軍の意向に沿った軍事線で

あったが，軍事線は必ずしも非経済線とは言

えないと評価している（高橋泰隆『日本植民

地鉄道史論』（日本経済評論社，１９９５年）３５７

頁。

（１７）「満鉄資産の大手術 未収金の一部を切捨て

内容の堅実化を期す」（『大阪朝日新聞』昭

和１０年１１月２８日付）

（１８）「満州国鉄道借款 利率六分に引下ぐ 総局

の経営に好結果」（『満州日日新聞』昭和１１年

１月１０日付）

（１９）「国策会社の再検討 満鉄（上）六億増資で

新飛躍 社国線経理一元化成る」（『中外商業

新報』昭和１５年８月２９日付）。

（２０）『満州国史』各論，８４８頁。

（２１）１９３４（昭和９）年１月２１日付の関東軍参謀

長・小磯国昭から陸軍次官・柳川平助宛て

「昭和八年度納付金ニ関スル件」では，「協定

第十条ニ依ル昭和八年度納付金七百万円ハ委

託経営鉄道勘定ヨリ全額ヲ支弁スルコトトシ

右勘定ノ内三百万円ハ適当ノ方法ニ依リ満鉄

本社勘定〔社線勘定〕ニ於テ負担スルコトニ

満鉄ヘ指示致置候ニ付承知相成度候也」とあ

る（C０１００２９５９５００）。
（２２）C０１００３０７５０００。

（２３）１９３７（昭和１）年１月２５日付の陸軍次官か

ら関東軍参謀長宛の照会「満鉄納付金ヲ満鉄

借款利払二充当スル件」（C０１００３２２２３００）（昭
和１２年１月２５日）には，「上納金ヲ満鉄借款利

払ニ充当スル件ニ関シテハ当方〔陸軍〕異存

ナシ 但シ納付金調整要綱ハ未タ正式決定ヲ

見サルニ付本件ノ処理ニ当リテハ極秘ノ取扱

ヒ為サレ度」と記され，満鉄社線勘定からの

上納金の扱いはこの時点でも確固とした結論

が出ていなかったようである。おそらく，借

款利払が巨額に上り，その支払いを優先させ

たのであろう。

（２４）「満州国ヲシテ負担セシムヘキ駐満軍費ニ関

スル件」（C０１００３０２００００）。
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［Abstract］

A Study of Entrusted Management of the Manchu�kuo National
Railways by the South Manchurian Railway Company

Hirokazu HIRAI

In ����, Manchu�kuo, a puppet state of the Japanese Army, was formed. The National
Railway of Manchu�kuo was established the next year by the Railway Act promulgated by
Manchu�kuo, and Manchu�kuo entrusted the management of the National Railway to the
South Manchurian Railway Company�Man�Tetsu�. The South Manchurian Railway Company
raised construction money for the railways by stocks and bonds issued in the Japanese
capital market, and dividends and interest were paid from the profit of the railways. Also,
the assets of the entrusted railways and further construction costs became the liability of
Manchu�kuo. Certainly, Manchu�kuo owned the National Railways, but it did not have to
raise construction money by government loan, so it could avoid financial burden. In addition,
the Railway Company was required to pay part of the expenses of the Japanese Army de-
ployed in Manchu�kuo�Kwantou�gun�, but this money was actually paid out of the general
account of the Manchu�kuo government.

Key words： South Manchurian Railway Company（Man�Tetsu），National Railway of Manchu�kuo，
Entrusted Management
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